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平成 年度事業計画基本方針

少子高齢・人口減少社会の到来、自然災害リスクの増大、社会資本の老朽化の

進行など、今日のまちづくりを取り巻く状況は大きく変化しつつある。また、地

域の個性や魅力を活かした安全・安心・快適な都市づくりが今まで以上に強く求

められている。

こうした中、公社はこれまで培ってきたまちづくりのノウハウの活用に加え、

新たな発想や創意工夫による一層の技術力向上を図り、魅力的な東京の発展に貢

献しなければならない。

以上を踏まえ、平成 年度は、都民及び関係自治体からの信頼を高めつつ、

公社に託された期待に応え、公益目的事業（市街地整備事業・都市環境整備事業・

都市づくり支援事業）及び収益事業（地域支援事業）を着実に推進するための事

業計画を策定する。

１ 共通

「中長期経営ビジョン」（平成 年 月策定）に掲げた中長期経営目標を

見据えた計画とするとともに、「第１期中期計画」（平成 年３月策定）を踏

まえた計画とする。

２ 公益目的事業

都民が安全・安心・快適に暮らせる首都東京の都市づくりを実現するため、

以下の事業を行う。

（１）市街地整備事業

土地区画整理事業は、地域社会の健全な発展及び活力ある地域社会の実現

に寄与することを目的に、道路などの都市基盤と安全で災害に強く良好な住

環境を備えた市街地を計画的に整備する。

都市機能更新事業は、道路ネットワークの早期完成及び都市防災機能の向

上を図ることを目的に、道路用地の取得等を行うほか、東京都が推進する「木

密地域不燃化 年プロジェクト」の事業を実施する。
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（２）都市環境整備事業

下水道事業は、都市の健全な発達及び生活環境の向上を目的に、下水道整

備の推進や浸水対策、耐震化及び長寿命化に関する施設整備のほか、下水道

施設の維持管理を行う。

資源リサイクル事業は、都内公共工事における建設発生土を、再資源化プ

ラント施設等の運営により改良する等、再利用促進を図る。

（３）都市づくり支援事業

質の高いまちづくりの推進を目的とした「まちづくり支援事業」、環境負

荷の少ない都市づくりの推進を目的とした「生活環境向上事業」、緑豊かな

住環境の創出を目的とした「緑化事業」、防災都市づくりの推進を目的とし

た「防災・災害対策事業」において、技術支援、助成、調査研究及び普及啓

発等を行う。特に調査研究においては、市街地整備事業や都市環境整備事業

から得た専門的知見を活用し、地域まちづくりの推進、首都東京の都市づく

りのさらなる発展に活かしていく。

３ 収益事業

地域支援事業

地域の健全な発展を図り、地域住民が安心して住み続けられるまちづくり

を実現するため、以下の２事業を行う。

地域開発事業は、まちづくりの促進や健全な市街地への誘導を目的として、

用地買収及び宅地分譲等を行う。また、地域活性化事業は、土地・建物貸付

や取得した土地において地域拠点施設整備を推進する。

これらの事業の実施により、総合的なまちづくりを促進するとともに、公

益目的事業を安定的に実施するための原資を確保する。

４ 公社用地処分計画

計画的な土地利用及び健全で安全な市街地の実現を目的として、平成 年

度の公社用地処分計画を定める。
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こうした中、公社はこれまで培ってきたまちづくりのノウハウの活用に加え、

新たな発想や創意工夫による一層の技術力向上を図り、魅力的な東京の発展に貢
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見据えた計画とするとともに、「第１期中期計画」（平成 年３月策定）を踏

まえた計画とする。

２ 公益目的事業

都民が安全・安心・快適に暮らせる首都東京の都市づくりを実現するため、
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土地区画整理事業は、地域社会の健全な発展及び活力ある地域社会の実現

に寄与することを目的に、道路などの都市基盤と安全で災害に強く良好な住

環境を備えた市街地を計画的に整備する。

都市機能更新事業は、道路ネットワークの早期完成及び都市防災機能の向

上を図ることを目的に、道路用地の取得等を行うほか、東京都が推進する「木

密地域不燃化 年プロジェクト」の事業を実施する。
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Ⅰ 公益目的事業

１ 市街地整備事業

（１）土地区画整理事業（受託）

単位：千円

事業費総額

内 訳

工事費 調査設計費 事業管理費

事業目標 事業内容

土 地 区 画

整 理 事 業

の 着 実 な

執行

多摩地区における公共団体施行土地区画整理事業の計画業務

（事業計画作成等）、換地業務（換地設計等）、補償業務（建物移

転協議等）、工事業務（道路築造工事等の設計、施工等）、調査設

計業務（測量、調査等）を受託し執行する。

平成 年度は、八王子市、日野市、羽村市、瑞穂町、稲城市、

小金井市、武蔵村山市及び町田市から受託した施行中 地区及び

開発調査地区等２地区の事業を着実に実施する。

（１）施行地区・・・宇津木地区等 地区

（２）開発調査地区等・・・鶴川駅南地区等２地区
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(施行地区) 単位：千円

宇 津 木

中 野 中 央

中 野 西

小 計

豊 田 南

万 願 寺 第 二

東 町

西 平 山

小 計

羽 村 市 羽 村 駅 西 口

瑞 穂 町 箱 根 ケ 崎 駅 西

稲 城 榎 戸

稲 城 矢 野 口駅 周 辺

稲城稲城長沼駅周辺

稲 城 南 多 摩駅 周 辺

小 計

小 金 井 市 東 小 金 井 駅 北 口

武 蔵 村 山 市 武 蔵 村 山 都 市 核

町 田 市 鶴 川 駅 南

小 金 井 市
東 小 金 井 駅 北 口

関 連 整 備
※

※東小金井駅北口関連整備は排水管布設工事費

(開発調査地区等)　

計

合計

日 野 市

稲 城 市

計

八 王 子 市

土 地 区 画 整 理 事 業 概 要

委 託 者 名 地 区 名
受託面積 工 事 費

（ 移 転 補 償 費 含 む）
調 査 設 計 費 合 計
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（２）都市機能更新事業（受託）

単位：千円

事業費総額
内 訳

買収借上費 調査費 工事費 事業管理費

事業目標 事業内容

木 密 不 燃

化 事 業 の

着 実 な 執

行

東京都が推進する木密地域不燃化 年プロジェクトに参画し、

特定整備路線及び不燃化特区における事業を受託し執行する。

平成 年度の特定整備路線については、都市計画道路補助第

号線（目黒区原町・洗足地区）等に関する用地取得業務や相談窓口

業務を着実に実施する。

不燃化特区については、共同化や戸別建替え、生活道路の整備等

の業務を着実に実施する。

道 路 用 地

取 得 等 の

着 実 な 執

行

地方公共団体における都市施設の用地取得等を受託し執行する。

平成 年度は､東京都より受託した都市計画道路補助第 号線

（目黒区目黒本町地区）等の道路用地取得業務を着実に実施する。
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単位：千円

東京都市計画道路補助第46号線
目黒区原町・洗足地区

東京都市計画道路補助第86号線
北区志茂地区

北 区
十条駅周辺地区

（相談窓口運営等）

目 黒 区
原町・洗足地区、目黒本町地区

（建替え促進）

大 田 区
羽田二・三・六丁目地区

（建替え促進）

東京都市計画道路補助第46号線
目黒区目黒本町地区

東京都市計画道路補助第83号線
北区十条地区第Ⅰ期

東京都市計画道路補助第83号線
北区十条地区第Ⅱ期

都市計画道路用地の先行取得
（優先整備路線）

連続立体交差事業（測量）

北 区 道路測量

国 立 市
国立都市計画道路3・4・10号

国立榎戸線

福 生 市
福生都市計画道路3・4・7号

富士見通り線

調 布 市
調布主要市道32号及び33号

（舗装改良）

（事業管理費に含まれる事業）

事 業 委託者名

東京都市計画道路補助第46号線 目黒区原町・洗足地区

東京都市計画道路補助第86号線 北区志茂地区

東京都市計画道路補助第73号線 北区十条地区

東中延一・二丁目及び中延二・三丁目地区

旗の台四丁目及び中延五丁目地区

十条駅西地区　地区幹線道路・主要生活道路第1号線・2号線

十条駅東地区　主要生活道路第2号線・3号線

大 田 区 羽田地区重点整備路線3路線

東 京 都 都市計画公園・緑地用地の先行取得

国分寺市 国分寺都市計画道路3・4・12号　国分寺駅上水線

都 市 機 能 更 新 事 業 概 要

事 業 買 収 借 上 費 調 査 費 工 事 費 合 計委託者名 地 区 名 等

道路用地
取得等

用地取得業務

東 京 都

道路用地
取得等

木密不燃化

東 京 都

不燃化検討等木密不燃化

合 計

東 京 都

地 区 名 等

用地取得業務
北 区

品 川 区

事 業 内 容

相談窓口運営等
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２ 都市環境整備事業

（１）下水道事業（受託）

単位：千円

事業費総額

内 訳

工事費 維持管理費 事業管理費

事業目標 事業内容

下 水 道 整

備 に よ る

都 市 環 境

の向上

下水道施設の整備・改築に関して、計画策定から設計、工事に

至る一連の業務として、汚水管きょ布設、雨水排水施設設置、耐

震化、長寿命化等の事業を受託し執行する。また、維持管理業務

や下水道台帳システム整備業務を受託し執行する。

平成 年度は、町田市の雨水幹線等工事、青梅市の汚水整備工

事、八王子市の長寿命化工事等、全 都市町村から事業を受託し、

着実に実施する。
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単位：千円

八 王 子 市 汚水整備・長寿命化・改築更新・維持管理

青 梅 市 汚水整備・長寿命化・台帳システム

町 田 市 汚水/雨水整備

羽 村 市 台帳システム

日 野 市 汚水整備・長寿命化

立 川 市 台帳システム

武 蔵 野 市 雨水整備

三 鷹 市 改築更新

府 中 市 長寿命化・耐震化・台帳システム・維持管理

昭 島 市 雨水整備・長寿命化・耐震化・台帳システム

小 金 井 市 台帳システム

小 平 市 長寿命化・台帳システム

東 村 山 市 汚水/雨水整備・耐震化・台帳システム・維持管理

国 分 寺 市 耐震化・維持管理

国 立 市 長寿命化・耐震化・台帳システム

狛 江 市 長寿命化・耐震化

清 瀬 市 雨水整備・長寿命化・台帳システム

東 久 留 米 市 長寿命化・台帳システム・維持管理

武 蔵 村 山 市 雨水整備・台帳システム

多 摩 市 雨水整備

稲 城 市 汚水/雨水整備・台帳システム

あ き る 野 市 汚水整備・台帳システム・維持管理

西 東 京 市 台帳システム

瑞 穂 町 汚水整備・耐震化・維持管理

日 の 出 町 耐震化・台帳システム・維持管理

檜 原 村 汚水整備

東 京 都 台帳システム

合               計

下 水 道 事 業 概 要

委 託 者 名 事 業 内 容
延 長

工 事 費 維 持 管 理 費 合 計
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（２）資源リサイクル事業（受託・自主）  

 

ア 東京都建設発生土再利用センター運営管理事業（受託）  

単位：千円  

事業費総額

内 訳

運営管理

委託費
工事費 都納付金 事業管理費

事業目標 事業内容

建 設 発 生

土 の リ サ

イ ク ル 推

進

東京都建設発生土再利用センターの運営管理事業を東京都から

受託し執行する。

主に区部の公共工事から発生する建設発生土を受け入れ、土質

改良プラントで改良土に生成し、公共工事の埋戻し材料に利用す

ること等により、建設発生土の再資源化を促進する。

＜取扱土量（予定）＞ 発生土持込： 万㎥

改良土持出： 万㎥

普通土持出： 万㎥

─ 9 ─



10 

イ 多摩地区建設発生土再利用事業（自主）

単位：千円

事業費総額

内 訳

運営管理委託費 事業管理費

事業目標 事業内容

建 設 発 生

土 の リ サ

イ ク ル 推

進

主に多摩地区の公共工事から発生する建設発生土を受け入れ、

土質改良プラントで改良土に生成し、公共工事の埋戻し材料に利

用すること等により、建設発生土の再資源化を促進する。

また、夜間受入地として設置した昭島分所を活用し、公共工事

のニーズにより的確に対応することで、建設発生土の再資源化と

事業者の利便性向上を図る。

＜取扱土量（予定）＞ 発生土持込： 万㎥

改良土持出： 万㎥

普通土持出： 万㎥
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３ 都市づくり支援事業

単位：千円

事業費総額

内 訳

まちづくり

支援事業費

生活環境

向上事業費
緑化事業費

防災・災害

対策事業費
事業管理費

（１）まちづくり支援事業（自主）

事業目標 事業内容

ま ち づ く

り 活 動 に

対 す る 支

援

○まちづくり活動等に対する支援・助成 千円

地域住民が行うまちづくり勉強会等の自発的な活動を支援す

る。また、首都大学東京に多摩ニュータウンの再生など実践的な

まちづくりを提案する専門講座を開設し、東京の都市づくりを担

う人材の育成を支援する。

○調査研究 千円

東京の都市づくりの課題や先駆的取組について、研究機関等と

連携して調査研究を行うほか、今後の都市づくりの礎として後世

に遺すため「東京都都市づくり通史」を編さんし、東京の都市づ

くりに関する歴史を取りまとめる。

また、散逸する恐れのある都市計画資料を収集、整理するとと

もに、所蔵資料のデジタル化を進め、都市計画に関する専門図書

等を所蔵する「まちづくり資料室」の充実を図る。

○普及啓発 千円

都民や自治体職員等を対象に、「都市づくりフォーラム」を開催

し、まちづくりに関する事例をタイムリーに情報発信していく。

また、まちづくり教育の一環として小学生を対象とした「まち

づくり見学会」を実施するなど、多様な手段でまちづくりに関す

る啓発活動を行う。
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（２）生活環境向上事業（自主）

事業目標 事業内容

下 水 道 等

生 活 環 境

向 上 に 対

す る 技 術

支援

○技術支援 千円

下水道への理解を深めることを目的として設置した情報ライブ

ラリー「下水道の森」を活用し、本社内及びＷＥＢ上において、

公社がこれまでに培ってきた技術や幅広い資料について都民や下

水道実務者に向けた情報発信を行う。

○普及啓発 千円

河川の水質改善や浸水対策等、生活環境の向上に貢献する事業

や技術について理解を深めることを目的に、都民を対象とした施

設見学会等を実施する。また、自治体等が主催する各種イベント

に参加し、生活環境の向上に関する啓発活動を行う。
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（３）緑化事業（自主）

事業目標 事業内容

都 市 緑 化

の促進

○緑化に係る助成 千円

公社が受託施行中の土地区画整理事業地区や不燃化特区におい

て、地域住民が行う接道部の緑化に係る経費の一部を助成し、緑

豊かなまちづくりを推進する。  

○苗木育成供給 千円

公社用地を活用して東京に伝わる江戸園芸植物を育成し、都民

に供給することにより、日本の伝統的な園芸の継承に寄与しつつ、

特色ある緑化と緑の普及啓発を推進する。

○ふれあい花畑づくり 千円

公社用地を一時活用し、地域住民に花と緑の地域景観の創出や

ガーデニング機会の提供を行う。また、地域住民の自主的な花畑

づくりに対して、専門家の派遣や園芸資材の提供を行う。

○普及啓発等 千円  

自治体等が主催するイベントに参加し、緑化に関する啓発活動

を行う。  

（４）防災・災害対策事業（自主）

事業目標 事業内容

災 害 支 援

体 制 の 構

築

○技術支援 千円

木密地域等において、都民を対象とした地域密着型相談会等を

開催し、災害に強いまちづくりに寄与する。
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Ⅱ 収益事業

地域支援事業

単位：千円

事業費総額

内 訳

造成諸費等 開発調整費
建物運営

管理事業費

貸付建物

減価償却費
事業管理費

※用地買収に係る支出： 千円（資産となるため事業費に含まず）

※開発事業に係る支出： 千円（資産となるため事業費に含まず）

（１）地域開発事業（自主） 造成諸費等： 千円

開発調整費： 千円

事業目標 事業内容

健 全 な 市

街 地 へ の

誘導

良好な住宅地の形成を図るため、八王子市楢原西部地区等で土

地分譲を行う。

また、都市計画道路の整備に伴う沿道まちづくりの一環として、

豊島区東池袋地区で周辺住民と協力して建物共同化を推進し、地

域の防災性向上を図る。
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（２）地域活性化事業（自主） 建物運営管理事業費： 千円

貸付建物減価償却費： 千円

事業目標 事業内容

地 域 活 性

化の促進

ＪＲ青梅線河辺駅北口の河辺タウンビルをはじめとする建物貸

付を行う。また、幹線道路沿い等の公社用地で事業用定期借地権

を活用した土地貸付を行う。

＜土地・建物等貸付事業計画＞

平成 年度における土地・建物等貸付は、下記の計画に基づき実施するも

のとする。

区市名 地 区 名
貸付用途及び

貸付箇所

貸付予定金額

（百万円）

八 王 子 市 椚 田 他 地 区

建物貸付

事業用定期借地貸付

駐車場貸付

一時貸付他

日 野 市 神 明 上 他 ３ 地 区

青 梅 市 青梅東部新町 他３地区

町 田 市 忠生（第一・第二工区）

羽 村 市 小 作 台 他 １ 地 区

あ き る 野 市 西 秋 留 駅 北 口

稲 城 市 稲城南多摩駅周辺 他１地区

多 摩 市 和 田

小 金 井 市 東 小 金 井 駅 北 口

豊 島 区 東 池 袋
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Ⅲ 公社用地処分計画

平成 年度における公社用地処分は、下記の計画に基づき実施するものとする。

区市町名 地区名
処分予定面積

（㎡）

処分予定価額

（百万円）
利用目的

八 王 子 市 椚 田 他 ７ 地 区

工業用地

住宅用地

商業用地

公共用地

日 野 市 神 明 上 他 ６ 地 区

青 梅 市 青梅東部新町 他３地区

町 田 市 忠生 （ 第 一 ・ 第 二 工 区 ）

羽 村 市 小 作 台 他 １ 地 区

瑞 穂 町 箱 根 ケ 崎 駅 西 地 区

あきる野市 西 秋 留 駅 北 口

稲 城 市 稲城南多摩駅周辺 他３地区

小 金 井 市 東 小 金 井 駅 北 口

豊 島 区 東 池 袋
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Ⅳ 公社の機関等  

 

１ 評議員会   

 評議員会は、定款第 17 条に定められた事項について決議する。  

  

２ 理事会  

理事会は、定款第 37 条に基づき、公社の業務執行の決定等を行う。  

  

３ 監事  

監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告  

を作成する。  

 

４ 会計監査人  

会計監査人は、法令で定めるところにより、公社の貸借対照表及び損益計算  

書（正味財産増減計算書）並びにこれらの附属明細書、財産目録及びキャッシ  

ュ・フロー計算書を監査し、会計監査報告を作成する。  
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Ⅴ 組織

総 務 課

総 務 部

経 理 課

事 業 課

区画整理部 技 術 課
八王子区画整理事務所

多摩東部区画整理事務所

多摩西部区画整理事務所

日野区画整理事務所

事 業 課

下 水 道 部 設 計 課

再資源利用課

下水道事務所

発生土再利用センター管理事務所

資産活用課

事業推進部 公益事業課

沿道まちづくり課

沿道まちづくり事務所

職員数 289名

平成29年４月１日予定

評
議
員
会

理
事
会

理
事
長

理
事

会
計
監
査
人

監
事
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